
 

一般財団法人高知県教職員互助会退職互助部運営及び給付規則 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規則は、一般財団法人高知県教職員互助会定款（以下「定款」という。）第４３条

の規定に基づき、定款第３９条第２号に規定する退職互助部の運営その他必要な事項を定め

ることを目的とする。 

（構成） 

第２条 退職互助部は、定款第４０条第１項に規定する退職互助部会員で構成する。 

（会員） 

第３条 退職互助部会員は、次のとおりとする。 

    （１）現職会員  定款第４０条第１項に規定する一般互助部会員（以下「一般互助部会員」 

という。）のうち、退職互助部の目的に賛同して、退職互助部へ加入した者 

 （２）特別会員   ４５歳に達した日以後に退職（死亡による退職を除く。以下同じ。）をした

現職会員のうち、第１５条の規定による掛金を完納した者 

２ 前項の規定にかかわらず、理事長は、特に必要があると認める場合は、現職会員以外の者に

特別会員の資格を付与することができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず、一般互助部運営規則第３条（４）に規定する者については、退

職互助部の加入資格を有しない。 

一部改正（令和 4年 10月 1日） 

（事業） 

第４条 退職互助部では、定款第４条第２号及び第３号に掲げる事業を実施するほか、同条第１

号に掲げる事業として、次の各号に掲げる事業を実施する。  

 （１）現職会員の死亡及び退職その他現職会員の資格喪失に対する給付  

（２）特別会員の傷病及び死亡並びに特別会員の配偶者の医療に対する給付 

（３）前２号に掲げるもののほか、退職互助部会員の福利厚生に関する給付その他の事業 

（相談室の設置） 

第５条 特別会員の福利厚生に資するため、退職互助部に相談室を置くことができる。 

（退職互助部会員の資格の得喪） 

第６条 一般互助部会員は、３５歳に達した日の属する年度の次の年度の４月１日に現職会員

となる資格を取得する。 

２ 当該年度の４月１日以後に一般互助部会員となった者のうち、当該年度の４月１日に３５

歳以上である者は、一般互助部会員となった日に現職会員となる資格を取得する。ただし、雇

用期間に定めのある職員で、一般互助部のみに加入している者については、雇用期間に定めの

ない職員となった日に現職会員の加入資格を取得する。 

３ 現職会員は、一般互助部会員の資格を喪失した日に、その資格を喪失する。 

４ 現職会員が、退職互助部から脱退を希望するときは退職互助部脱退申出書を理事長に提出

するものとし、受理された日の属する月の翌月から資格を喪失する。 

５ 現職会員は、４５歳に達した日以後に退職し、定められた手続きを取り、かつ、第１５条 

の規定による掛金を完納したときは、退職した日の翌日にさかのぼって特別会員の資格を取

得する。  

６ 特別会員は、死亡した日の翌日に、その資格を喪失する。 

一部改正（平成 29年 4月 1日） 

一部改正（令和 3年 2月 20日） 



 

（会員の権利及び義務） 

第７条 退職互助部会員は、次の権利を有し、義務を負う。 

（１）給付を受ける権利 

（２）事業に参加する権利 

（３）役員及び評議員になる権利 

（４）一般財団法人高知県教職員互助会（以下「互助会」という。）の諸規程及び機関の決定に   

服する義務 

（５）掛金を納入する義務（現職会員に限る。） 

 

第２章 給付 

（給付の種類） 

第８条 退職互助部の給付は、次の各号に掲げるとおりとする。 

  （１）医療費補助金 

 （２）配偶者医療費補助金 

 （３）脱退一時金 

 （４）単身者一時金 

 （５）弔慰金 

 （６）長寿祝金 

（医療費補助金及び配偶者医療費補助金）                 

第９条 特別会員が疾病又は負傷によって療養を受けたときは、医療費補助金を支給する。ただ 

 し、医療費補助金の給付対象となる期間は、特別会員の資格を取得した日ごとに以下の各号に 

 掲げる期間とする。 

（１）令和７年３月３１日までに特別会員の資格を取得した者 特別会員の資格を取得した日 

  から満７０歳を迎える月まで 

（２）令和７年４月１日から令和９年３月３１日までに特別会員の資格を取得した者 特別会 

  員の資格を取得した日から満７１歳を迎える月まで 

（３）令和９年４月１日から令和１１年３月３１日までに特別会員の資格を取得した者 特別 

  会員の資格を取得した日から満７２歳を迎える月まで 

（４）令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日までに特別会員の資格を取得した者 特 

  別会員の資格を取得した日から満７３歳を迎える月まで 

（５）令和１３年４月１日から令和１５年３月３１日までに特別会員の資格を取得した者 特 

  別会員の資格を取得した日から満７４歳を迎える月まで 

（６）令和１５年４月１日以降に特別会員の資格を取得した者 特別会員の資格を取得した日 

   から満７５歳を迎える前日まで 

２ 特別会員の届出配偶者（定められた資格取得手続きが完了した特別会員の配偶者（婚姻の届

出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあったと理事長が認める者を含む。）に限

る。以下同じ。）が、４５歳に達した日以後に疾病又は負傷によって療養を受けたときは、配

偶者医療費補助金を支給する。特別会員が死亡し、配偶者が生存する場合の療養についても、

また、同様とする。 

３ 特別会員に準ずる配偶者（現職会員が４５歳に達した日以後に死亡し、既に第１５条の規定

による掛金を完納していた場合（配偶者が現職会員に代わって第１５条の規定による掛金を

完納した場合を含む。）において、所定の手続を経た配偶者をいう。以下同じ。） が４５歳に

達した日以後に疾病又は負傷により療養を受けたときは、第１項に規定する医療費補助金に

準じて算定した金額を配偶者医療費補助金として支給する。 



 

４ 第１項ただし書の規定は、前２項の配偶者医療費補助金の支給について準用する。 

５ 前各項に規定する医療費補助金及び配偶者医療費補助金は、社会保険診療報酬点数表によ

り算出した額（看護等にあっては厚生労働大臣等が定めたところにより算出した額）のうち特

別会員又は届出配偶者が支払った一部負担金（ただし、食事療養費の標準負担額を除く。）か

ら次の各号に掲げる額を控除し、更に医療費補助金については１件（月ごと、医療機関ごと）

１，０００円、配偶者医療費補助金については１件（月ごと、医療機関ごと）２，０００円を

控除した額とする。 

（１）特別会員又は届出配偶者が加入する健康保険に付加給付があるときは、それに相当する

額金に相当する額 

  （２）特別会員又は届出配偶者が加入する健康保険に高額療養費等の法定給付があるときは、

当該高額療養費に相当する額 

  （３）他の法令の規定又は地方公共団体の条例等により公費負担等がある場合は当該公費負 

担等に相当する額 

６ 前項の規定により算定した医療費補助金及び配偶者医療費補助金の給付１件につき、１０

０円未満の端数の額があるときは、これを切り捨てる。 

７ 第５項及び第６項により算定した医療費補助金及び配偶者医療費補助金の給付１件につき、０．

７５を乗じた額を支給する。 

一部改正（令和 3年 1月 1日） 

一部改正（令和 6年 4月 1日） 

（脱退一時金） 

第１０条 現職会員が次の各号のいずれかに該当するときは、その者が現職会員であった期間

に納入した掛金総額に相当する金額を現職会員であった者に脱退一時金として支給する。 

 （１）４５歳未満で退職（割愛による退職を除く。以下この条において同じ。）したとき。 

 （２）４５歳以上の者が退職し、特別会員の資格を取得しないとき。 

 （３）第６条第４項により、現職会員の資格を喪失したとき。 

 （４）他部局への異動、割愛による退職又はこれと同様の事由と理事長が認める事由により現

職会員の資格を喪失したとき。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項第４号に該当する者が希望するときは、脱退一時金の支給を

留保することができる。 

一部改正（平成 29年 4月 1日） 

（単身者一時金） 

第１１条 現職会員が特別会員の資格を取得した場合において届出配偶者がいないときは、そ

の者に、現職会員が死亡した場合において配偶者が特別会員に準ずる配偶者となったとき

は、その配偶者に、その者が現職会員であった期間に納入した額に相当する額のうち、掛金

率１，０００分の３に相当する額を単身者一時金として支給する。 

２ 前項に定めるもののほか、夫婦がともに現職会員であって、その一方又は双方が特別会員の

資格を取得した場合、又は届出配偶者である現職会員が退職した場合等は、別に評議員会で定

めるところにより単身者一時金を支給する。 

（弔慰金） 

第１２条 現職会員が死亡したときは、現職会員であった期間に納入した掛金総額に相当する

額に３０，０００円を加えた金額を弔慰金としてその遺族に支給する。ただし、死亡した現職

会員の配偶者が特別会員に準ずる配偶者となった場合は、その者に弔慰金として３０，０００

円を給付する。 

２ 特別会員が死亡したときは、弔慰金として、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げ



 

る額を遺族に支給する。 

  （１）特別会員の資格を取得した後、１年以内に死亡したとき。        ７０，０００円 

  （２）特別会員の資格を取得した後、１年を過ぎて２年以内に死亡 

したとき。                         ５０，０００円 

  （３）特別会員の資格を取得した後、２年を過ぎて死亡したとき。      ２０，０００円 

（長寿祝金） 

第１３条 特別会員が次の各号のいずれかに該当したときは、長寿祝金として各号に掲げる額

を支給する。 

 （１）７０歳に達したとき。   １０，０００円 

 （２）７７歳に達したとき。   ２０，０００円 

 （３）８８歳に達したとき。   ５０，０００円 

 （４）９９歳に達したとき。 １００，０００円 

（給付の請求） 

第１４条 この規則による給付の請求は、退職互助部会員（現職会員の資格を喪失した後に請求

できる給付については、現職会員であった者）がしなければならない。ただし、その者が死亡

した場合は、その遺族とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、特別会員が死亡した後の第９条第２項に規定する配偶者医療

費補助金の請求は、その届出配偶者がしなければならない。ただし、その者が死亡した場

合は、その遺族とする。 

３ 第９条第３項に規定する配偶者医療費補助金の請求は、特別会員に準ずる配偶者がしな

ければならない。ただし、その者が死亡した場合は、その遺族とする。 

 

第３章 掛金及び会計 

（掛金） 

第１５条 現職会員は、その資格を取得した日の属する月から毎月、掛金として給料（教職調

整額及び給料の調整額を含む。次条において同じ。）月額（年俸により給料が定められてい

る場合は、年俸額のうち基本年俸額を１２で除した額（この額に１００円未満の端数を生じ

たときは、これを切り上げた額））の１，０００分の８に相当する額（１円未満の端数がある

ときは、その端数を切り捨てる。）を３００回に達するまで給与からの控除により納入しなけ

ればならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号）その他の法律の規定に基づき育児休業をしている現職会員については、育児休業の初日

の属する月からその育児休業が終了する日の翌日の属する月の前月までの期間に係る掛金の

納入を要しない。この場合において、当該掛金の納入を要しない期間については、前項に規

定する回数に含めないものとする。 

３ 現職会員が、４５歳に達した日以後に退職し、特別会員となる際、第１項に規定する回数の

掛金を完納していないときは、退職の日の属する月の給料月額に１，０００分の８を乗じて得

た額に前項に規定する回数に達するまでの残余の回数を乗じて得た金額を、一括納付しなけ

ればならない。 

４ 現職会員が、特別会員となる際、その者の年齢又は届出配偶者の資格を取得しようとする者 

 の年齢が下記各号に掲げる年齢に達していない場合は、第３項の規定による掛金に当該年齢

を基準として４５歳まで、その者及び届出配偶者の資格を取得しようとする者の年齢が１歳

若くなるごとに、それぞれ、１０，０００円を加算した額を掛金として納付しなければなら

ない。 



 

（１）令和７年３月３１日までに特別会員及び届出配偶者の資格を取得する者 ６０歳 

（２）令和７年４月１日から令和９年３月３１日までに特別会員及び届出配偶者の資格を取得 

  する者 ６１歳 

（３）令和９年４月１日から令和１１年３月３１日までに特別会員及び届出配偶者の資格を取 

  得する者 ６２歳 

（４）令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日までに特別会員及び届出配偶者の資格を 

  取得する者 ６３歳 

（５）令和１３年４月１日から令和１５年３月３１日までに特別会員及び届出配偶者の資格を 

  取得する者 ６４歳 

 （６）令和１５年４月１日以降に特別会員及び届出配偶者の資格を取得する者 ６５歳 

５ 前項の規定は、現職会員の配偶者が特別会員に準ずる配偶者となる際、その年齢が同項各号 

 に掲げる年齢に達していない場合の掛金の納入について準用する。この場合において、同項中 

 「その者及び届出配偶者の資格を取得しようとする者の年齢」とあるのは、「特別会員に準ず 

 る配偶者となる者の年齢」と読み替えるものとする。 

６ 第３項から前項までの規定にかかわらず、これらの規定に基づき掛金を納入すべき者に支

給すべき単身者一時金があるときは、その者に当該単身者一時金の額の全部又は一部を支給

せず、これをその者の掛金に充当することができる。 

７ 第３項から前項までに規定するもののほか、前項の規定による充当の方法その他掛金の納

入について必要な事項は、評議員会において定める。 

一部改正（令和 6年 4月 1日） 

（会計） 

第１６条 退職互助部の経費は、退職互助部会員の掛金及びその他の収入金をもって充て、予算

で定める。 

一部改正（平成 27年 4月 1日） 

 

第４章 雑則 

（規定の準拠） 

第１７条 この規則に別段の定めがある事項を除くほか、退職互助部の運営については、定款、

一般互助部運営規則その他の互助会の規定に準拠して行う。 

（費用の調整） 

第１８条 理事長は、掛金及び給付に要する費用について、少なくとも５年ごとに再計算を行い

評議員会に報告しなければならない。 

（事業の廃止） 

第１９条 退職互助部を廃止しようとする場合は、清算に関する規程を定め、理事会及び評議員

会の議決を受けなければならない。 

（細則の制定） 

第２０条 この規則の施行に関し必要な細則は、評議員会において別に定める。 

 

 

附 則 

（施行期日）  

１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

（財団法人高知県教職員互助会退職互助部規程の廃止） 

２ 財団法人高知県教職員互助会退職互助部規程は、廃止する。 



 

附 則 

（施行期日）  

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日）  

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日）  

この規則は、令和３年１月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日）  

この規則は、令和３年２月２０日から施行し、令和３年１月１日に遡及して適用する。 

附 則 

（施行期日） 

この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


